
株主各位

「第39回定時株主総会招集ご通知」に際しての

インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

第39回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結

計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきまして

は、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当

社ウェブサイト（http://www.sr-net.co.jp）に掲載しております。
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　(1) 連結の範囲に関する事項
　 連結子会社の数 １社
　 連結子会社の名称 株式会社ソエル
　(2) 持分法の適用に関する事項
　 非連結子会社および関連会社はありませんので、該当事項はあり

ません。
　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　 連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
　(4) 会計方針に関する事項
　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 1)有価証券
　 その他有価証券
　 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの
　 移動平均法に基づく原価法
　 2)たな卸資産
　 通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
を採用しております。

　 商品・製品・仕掛品
　 個別法
　 貯蔵品
　 最終仕入原価法
　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 1)有形固定資産（リース資産を除く）
　 建物（建物附属設備を除く）
　 定額法
　 建物以外
　 定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　 建物 ３～50年
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　 2)無形固定資産（リース資産を除く）

　 市場販売目的のソフトウエア

残存有効期間（見込有効期間３年）に基づく均等配分額を下

限とした、見込販売数量に基づく償却方法

　 自社利用のソフトウエア

　 社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

　 その他

　 定額法

　 3)長期前払費用

　 均等償却

　 なお、主な償却期間は５年であります。

　 ③ 重要な引当金の計上基準

　 1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権および破産更生債権等につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　 2)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担す

べき支給見込額を計上しております。

　 3)受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末

時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失を合理的に見積

ることが可能なものについては、損失見込額を計上しておりま

す。

　 ④ 重要な収益及び費用の計上基準

　 受注制作のソフトウエアに係る収益および費用の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め

られるプロジェクト

工事進行基準（プロジェクトの進捗率の見積りは原価比例

法）

その他のプロジェクト

工事完成基準
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　 ⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　 1)消費税等の会計処理方法

　 税抜処理を採用しております。

　 2)退職給付に係る会計処理の方法

　 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会

計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。

　 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理して

おります。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

２. 表示方法の変更

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示して

おりました「受取家賃」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年

度より区分掲記しております。

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号

2018年２月16日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は

投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表

示する方法に変更しております。
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３. 連結貸借対照表に関する注記

資産から直接控除した減価償却累計額

有形固定資産 572,255千円

４．連結損益計算書に関する注記

　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

厚生施設

（東京都葛飾区）
寮・社宅 土地及び建物 46,836千円

当社グループは、減損会計の適用にあたり、概ね独立したキャッシ
ュ・フローを生み出す最小単位によって資産のグルーピングを行い、遊
休資産については、個々の物件をグルーピングの最小単位としておりま
す。
上記資産は、売却が決定したことにより、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（土地38,302千円、建物8,533千円）
として特別損失に計上しております。
回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価

額は、売却予定額から処分費用見込額を控除して算定しております。
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５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数

に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当連結会計年度末
（株）

発行済株式

　普通株式 4,180,000 － － 4,180,000

自己株式

　普通株式 826 67 － 893

　

　(2) 配当に関する事項

　 ① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2018 年 ６ 月 27 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 208,958 50.00
2018年
３月31日

2018年
６月28日

　

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日

が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019 年 ６ 月 26 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 250,746 60.00
2019年
３月31日

2019年
６月27日
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６．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、

また、資金調達については銀行借入による方針であります。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、当社グループの

与信管理取扱要領に沿ってリスク低減を図っております。また、投

資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごと

に時価の把握を行っております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、

当社グループでは、月次に資金繰計画を作成するなどの方法により

管理をしております。

　

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれ

らの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

①現金及び預金 4,422,058 4,422,058 －

②受取手形及び売掛金 2,981,952 2,981,952 －

③投資有価証券

その他有価証券 18,525 18,525 －

資産計 7,422,537 7,422,537 －

④買掛金 659,671 659,671 －

⑤長期借入金 1,537,904 1,538,441 537

負債計 2,197,575 2,198,112 537

　（注１）金融商品の時価の算定方法

① 現金及び預金、ならびに ② 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。

③ 投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によってお

ります。
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④ 買掛金

　買掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。

⑤ 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借

入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。

　

　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式（連結貸借対照表計上額1,129千円）は、市場価

格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「③投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

　

７. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,285円82銭

(2) １株当たり当期純利益 220円22銭

８. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

記載金額は、千円単位未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　 ① 子会社株式および関連会社株式
　 移動平均法による原価法
　 ② その他有価証券
　 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの
　 移動平均法に基づく原価法
　

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
　 通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採
用しております。

　 商品・仕掛品
　 個別法
　 貯蔵品
　 最終仕入原価法
　

　(3) 固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）
　 建物（建物附属設備を除く）
　 定額法
　 建物以外
　 定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　 建物 ３～50年
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　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
　 市場販売目的のソフトウエア

残存有効期間（見込有効期間３年）に基づく均等配分額を下限
とした、見込販売数量に基づく償却方法

　 自社利用のソフトウエア
　 社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法
　 その他
　 定額法
　 ③ 長期前払費用
　 均等償却
　 なお、主な償却期間は５年であります。

　(4) 引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権および破産更生債権等については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給
見込額を計上しております。

　 ③ 受注損失引当金
　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末時点で将
来の損失が見込まれ、かつ、当該損失を合理的に見積ることが可能
なものについては、損失見込額を計上しております。

　 ④ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。ただし、
当事業年度末の年金資産が、退職給付債務に未認識数理計算上の差
異を加減した額を超過しているため、前払年金費用として、投資そ
の他の資産に計上しております。
　退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりで
す。
1)退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。
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2)数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理して
おります。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理して
おります。
　未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照
表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。

　

　(5) 収益及び費用の計上基準
　 受注制作のソフトウエアに係る収益および費用の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる
プロジェクト
工事進行基準（プロジェクトの進捗率の見積りは原価比例法）

その他のプロジェクト
工事完成基準

　

　(6) 消費税等の会計処理
　 税抜処理を採用しております。

２. 表示方法の変更

（損益計算書関係）

前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しており

ました「受取家賃」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区

分掲記しております。

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号

2018年２月16日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資

その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示す

る方法に変更しております。
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３. 貸借対照表に関する注記
　(1) 資産から直接控除した減価償却累計額

　 有形固定資産 572,255千円

　(2) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

　 未払金 2,659千円
　

４．損益計算書に関する注記
　(1) 関係会社との取引高

　 営業取引 30,939千円

　 営業取引以外の取引 48千円

　(2) 減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

厚生施設

（東京都葛飾区）
寮・社宅 土地及び建物 46,836千円

当社は、減損会計の適用にあたり、概ね独立したキャッシュ・フロー
を生み出す最小単位によって資産のグルーピングを行い、遊休資産につ
いては、個々の物件をグルーピングの最小単位としております。
上記資産は、売却が決定したことにより、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（土地38,302千円、建物8,533千円）
として特別損失に計上しております。
回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価

額は、売却予定額から処分費用見込額を控除して算定しております。

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類および株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

　普通株式 826 67 － 893
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６. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

　未払事業税 22,744千円

　賞与引当金 221,253千円

　未払法定福利費 31,898千円

　その他 25,120千円

繰延税金資産小計 301,017千円

評価性引当額 －千円

繰延税金資産合計 301,017千円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 3,004千円

　前払年金費用 91,924千円

繰延税金負債合計 94,929千円

繰延税金資産純額 206,087千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原

因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.5％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

住民税均等割 0.8％

法人税額の特別控除額 △4.5％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.5％
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７. 関連当事者との取引に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

８. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,282円17銭

(2) １株当たり当期純利益 219円36銭
　

９. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

　

10．連結配当規制適用会社に関する注記

当社は、連結配当規制適用会社であります。
　

記載金額は、千円単位未満を切り捨てて表示しております。
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